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また，定性的な諸量を表現する場合においては水準を  

設けることによって解決が可能である．例えば，評価基準  
Aいにγ個の水準が存在したとする．これらγ個の水準項  
目を軌た，（た＝1，2，…，γ）で表わすことにしよう・ここ  

で，該当する評価基準に対応する未知パラメータをp【と  

し，卯′たを基底とするような一次結合を考えると，部分  
効用値叫は以下のように表現ができる・  
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（伽＝（0，1）∈Z，（た＝1，2，・・・，γ））  

そして，該当する水準項目の係数を1とし，それ以外の係  
数は0とすることにより該当する諸星を表わす．これらの  

ことにより全体効用値叫は叫の特性に依存せず（1）式に  

よって表わすことが可能となる．   
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ここで，任意の全体効用値叫に対して順序関係を導入す  
る．この順序関係によってCop．joint分析では自分の意思  
を反映させることが初めて可能となる．ここでは理解を容  
易なものにするために，以下の全順序を考える・  

叫とり2と†ノ3と…と仇  （2）  

そして定められたすべての順序関係対に対して以下に示  

してある式を対応させる．  

uαとUβ⇒uα－－ノβ≧O R）rallα，β（α≠β）  

即ち，（2）式の条件に対しては  

（3）  

となる．さらに（3）式において非負性を保証するために  

∂た≧0∈酎（た＝1，2，‥・，れ一1）を付加することによ  
り，規定された順序関係式を満足させるために各制約式に  
おける違反度合方尤≧0の総和が最少となるような線形計  

画問題を生成すると以下の式となる．  
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1 はじめに   

AHPでは意思決定プロセスを階層的に分解して，個々  
の決定要因をアンケート調査または一対比較などによって  

調べっその結果を統合することにより，代替案の比較評価  

を行ういわば建前的なアプローチである．一方，Coll．join七  
分析では代替案間の相対比較を与えられたデータにより行  

い，内部構造を推定をする．これを本音的アプローチと考  

え，AHPの階層モデルと同じフィールドに対応させるよ  

うに定式化を行い，AHPのデータをCopjoint分析によっ  

て得られた結果を用いて修正する意思決定アプローチを  

提案する．  

2 Colljoillt分析  

図1‥評価基準数町代替案数几におけるColljoil－t分析の  

階層モデル図   

評価基準をAj（j ＝1，2，…，†几），代替案をβi（五 ＝  

1，2，‥・，m）とする．このようなモデル関係を視覚的に捉  

えるとCollioint分析では図1のように階層図を構成して  

いる．この階層図において評価基準と代替案との間におけ  

る関係には部分効用値という概念を用いており，さらに各  

代替案には全体効用値という概念も用いられている．ここ  

で7それらの概念について定義を与る・  

定義2．1代替案βバこ対するある評価基準Ajにおける値  

を部分効用値といい，これを叫で表わす・さらに代替案  

β宣における各部分効用値の総和を全体効用値といい，こ  

れを叫で表わす．叫は以下の式で定義をする．  

m   

てノi＝∑叫（五＝1，2，‥・，m，J＝1，2，…，”l）  
J＝1  

ここで，部分効用値uijを以下に示してあるように定式  

化する．p＝bl，p2，…，恥】Tを未知の実パラメータと  

し，勒＝【叫】，つ；β‘2，・‥，顆，¶1γ（盲＝1，2，…，†t）とす  
る．ここでェ夙の任意の要素は代替案即こよって与えら  

れたデータとする．このとき，定量的な諸星における部分  

効用値札ijは以下の式  

叫＝∬β‘Jpj（五＝1，2，…，叫j＝1，2，‥・，↑れ）  

で表わすことが可能である．  
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環、－1p十∂れ－1≧0  

∂1≧0，∂2≧0，・‥，∂れ－1≧0  

（携，＋エ石2＋‥・＋ご忘れ）p＝1   
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3 例題  

例題3・1【定量的変数を用いた例題】  

評価基準数2，代替案数3のPC（PersollalComp11ter）  

の選択問題を考えてみることにしよう．各評価基準およ  

び，代替案の構成要素を表1にまとめておく．  

表1：各評価基準木及び代替案βiの構成  

Conjoin七分析とAHPを融合した意思  

決定法   

ここではAHPおよび，Conjoint分・析を融合して得られ  

た結果についての例題を与え，これにより，本音と建前を  

考慮した意思決定法を提案する．  

4．1 評価項目レベルでの補正   

前述の例題3．1におけるAHPの各評価基準における  

ウェイトにColl．ioi11七分析の各評価基準における部分効用  

値を定めた演算に基づいて補正をかけることにする．ここ  

で，各基準に施す演算は算術平均と幾何平均で補正を行う  

ことにする．  

表2：補正表1  

評価基準  代替案   

Al   価格（×lく円）   βt  自作マシン   

A2  HDDの容量（GB）  β2  メーカー品  

β3  Shopブランド   

次に，各代替案に対する評価基準のデータを与えることに  

する・これをェβ‘（壱＝1，2，3）と表わし，それぞれの各成  

分の諸星を  

ェβ，＝【130，23］T ヱβ2＝【240，16】T  

ェ翫＝【169，20］γ   

であるものとする・さらに未知バラメータをp＝b】，p21T  

とする．  

自分の意思を反映させるために全体効用値叫（盲＝1，2，3）  

に対して全順序を導入する．ここでは  

部分効用値   0．354  

0．646   

補正前ウェイト   0．5  

0．5   

算術平均補正値   0．427  

0．573   

幾何平均補正値  0．420713679  

0．568330891   

これにより，AHPの結果は以下のようになる．  

表3：補正表2  

（4）  
叫とγ2と†ノ3   

とする．ここで，（4）式の順序関係を考慮することによっ  

て以下に示してある式を生成する．  

算術平均補正値  礼m＝【0・436，0．324，0．239】   

幾何平均補正値  叫ク＝【0・431，0・326β・239］   補正前  叫去【0・418，0・351，0■230］  
〈 

叫－γ2＝11qp】＋乃）2  

U2－り3＝71pl－4p2  

前述の全順序関係を満足するようなパラメータpを決定  

するために，以下の線形計画問題を解く．  

111i11i111ize  ∂】＋J2  

5 おわりに   

Co）ljoint分析とAHPを統合することにより，本音と  

建前を考慮した意思決定アプローチを提案した．今後は  

Conjoin七分析とAHPを対話形に反復適用することによ  

り，本音と建前を考慮した意思決定法の確立及び，順序制  

約を満足するパラメータ決定問題における様々な定式化  

のアプローチがある．また，各階層ノードにおける適用結  

果の比較・検討などもあげられる．  

〈 

110pl＋旬2＋Jl≧0  
71pl－4p2＋J2≧0  

S11b．jectto  

Jl≧0，J2≧0  

539pl＋59p2＝1   

ここで，上記の線形計画問題により算出されたパラメー  

タの値，部分効用値，そして全体効用値を以下に示してお  

く．  

パラメータpjの値  

pl＝0・001 p2＝0．011  

部分効用値  

叫1＝0．085 1J12＝0．252  

u21＝0・1581上22＝0．175  

†ノ・3l＝0．111†⊥23＝0．219  

全体効用値  

Ul＝3．37211180000000E－0001  

1ノ2＝3．32811040000000E－0001  

V3＝3．29977454000000E－0001  
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